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0．研究開発の概要 

１．対象とした政策や政策形成プロセス、およびその課題 
わが国では、長らく幼児教育政策の優先順位は待機児童の解消という保育所の「量の拡充」

にあり、幼児教育の「質の向上」にはほとんど注意が向けられてこなかった。しかし、海

外で見られたように、「量」の拡充に伴って、「質」が低下し、子供たちの将来の成果に悪

影響を及ぼさないかということが懸念される。 
２．「科学技術イノベーション政策のための科学」としてのリサーチ・クエスチョン 
幼児教育無償化政策のもとで、待機児童を解消しつつ、同時に「質」の高い幼児教育を提

供することはできるか。本プロジェクトでは、この問いに対する科学的根拠の蓄積と幼児

教育に関する政策形成に貢献することを目指す。 
３．創出した成果により、「誰に、何を」与えたのか 
子ども家庭庁での専門家会議などを通して、自治体や国が幼児教育の質を政策課題として据え

ることを促した。 
４．研究開発の達成状況と限界 
自治体と共同で、市内の幼稚園・保育所において「保育環境評価スケール」を用いた幼児教育

の質を計測を行った。調査対象の幼稚園・保育所に通う子供たちを経年で追跡し、「保育環境評

価スケール」によって計測された幼児教育の「質」が子供たちの発達や（小学校就学後の）学

力・非認知能力に与える影響を定量的に明らかにした。 
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1．プロジェクトの達成目標 

 本プロジェクトでは、幼児教育の「質」が子供たちの発達や就学後の学力に与える影響を

明らかにする研究を、首都圏の 2 自治体と共同で実施する。埼玉県 A 市では市内の全認可保

育所（44 か所・80 クラス）を対象として、東京都 B 市では、市内の全認可幼稚園・保育所

（19 か所・24 クラス）を対象として「保育環境評価スケール」を用いた幼児教育の質の評価

を行う。評価の対象となるクラスに在籍する約 1,300 名の児童の発達の計測のほか、児童の

保護者と担当保育士に対する質問紙調査も実施する。自治体内の幼稚園・保育所で、悉皆的

に、保育の質、児童の発達、児童の保護者と担任保育士の状況について丹念にデータを取得

し、同一児童を中学校卒業時まで追跡する。同評価スケールの結果に基づいて幼稚園や保育

所にフィードバックを行うことがスケールのスコア自体と、その後の児童の発達や学力に与

える影響についても検証を行う。最終的には、アメリカで定着しているような「保育の質評

価・向上システム」の日本版を創設することを目指す。 

2．研究開発の実施内容 

2-1．研究開発実施体制の構成図 

 

保育環境評価スケールの実施と評価 
（藤澤啓子・中室牧子・広井賀子・秋冨亜由） 

データ収集・分析 
（中室牧子・深井太洋・佐藤豪竜・Le Quan 

Chien・秋冨亜由） 
（a）日本版「保育環境評価スケール」の開発

（広井）*2022 年 3 月まで 
（b）「保育環境評価スケール」に基づく評価の

実施（藤澤・広井賀子） 
（c）「保育環境評価スケール」の評価に基づく

フィードバックの実施（藤澤・中室） 

（d）「乳幼児発達スケール」の実施（中室・秋

冨） 
（e）担任保育士・幼稚園教諭・保護者に対する

質問紙調査の設計（深井・中室） 
（f）上記の調査の実施（中室・秋冨） 
（g）行政データの収集、小学校就学後の学力調

査との接続と分析（深井・中室） 
〈研究開発実施体制〉 

2-2．実施項目・研究開発期間中の研究開発の流れ 

研究開発の実施項目 2021 年度 
（6 ヵ月） 

2022 年度 
（12 ヵ月） 

2023 年度 
（12 ヵ月） 

2024 年度 
（12 ヵ月） 

(a) 保育環境評価スケールに基づく評価の実施 
 

   

(b) スケールの評価に基づくフィードバック 
 

   

(c)「乳幼児発達スケール」の実施     

(d) 担任保育士・教諭に対する質問紙調査     

(e) 児童の保護者に対する質問紙調査     

(f) 就学後の生徒の保護者に対する質問紙調査   
 

 

〈研究開発実施項目〉 
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2-3．実施内容 
 
2-3-1．保育環境評価スケールに基づく評価の実施 

「保育環境評価スケール第 3版」(Harms, et al, 2003; 埋橋訳, 2009)を用いて、当初予定

されていた 2自治体の認可保育所、幼稚園で評価を実施した。専門のトレーニングを受けた

アセッサーを各保育所に派遣し、約３時間半の観察を行い、約 600の小項目にそれぞれ１～

７で評点をつける（1点が不適切、3点が最低限、5点がよい、7点がとてもよい）。これを最

終的には、7の大項目、36の中項目に（乳児の場合）、6の大項目、31の中項目（幼児の場合）

に集計した。最終的に 2自治体でデータ収集が行われたクラス数は下記の通りである。 

 

表 1:調査対象クラス数 

 

途中、新型コロナウィルス感染症の拡大により、A市では 2020年度中に悉皆的に調査を行う

ことができなかったが、それ以外は悉皆的に調査を行うことができた。 

なお、参考として、埼玉県 A市では、市内認可保育所における 1歳児クラス及び幼児クラス

（3歳児，5歳児，異年齢混合）を対象としている（A市の 1人当たり課税所得は 3,825千円、

2020 年度）。東京都 B市では、市内認可保育所、幼稚園、認定こども園の 5歳児クラスを対

象（B市の 1 人当たり課税所得は、3,094千円）である。全 1,741自治体の平均は 2,910千円、

中央値が 2,816千円となっていることから、首都圏に位置していることもあり、やや全国平

均よりは所得の高い自治体と言える。 

 

2-3-2．スケールの評価に基づくフィードバック 

保育環境評価スケールで評価される項目について、スコアが 3（スコアは最低 1～最高 7）を

下回った項目のみに焦点を当て、なぜそのスコアになったのか、改善するとすればどのよう

な方法が考えられるかを専門家がクラス担当保育者と施設長に対して説明するとともに、施

設側と結果について議論することを中心とするプログラムを考案した。所要時間は約 1時間

である。介入群（PDプログラムの対象）と対照群にランダムに割り付け、介入群にのみ PD

プログラムを実施した。 

 

2-3-3．「乳幼児発達スケール」の実施、担任保育士・教諭に対する質問紙調査、児童の保護

者に対する質問紙調査 

全て当初計画通り実施した。回答した児童・保育士・教員数は下記表 1の通り。 
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表 2：ご協力いただいた児童数・保育士数 

 
（注）2020 年度の B 市の幼稚園教諭・保育士に対する調査は、担任以外も含むすべてを対象に実施。 

 

3．研究開発結果・成果 

3-1．プロジェクト全体としての成果 

（１）保護者のセレクションは発生しているか。 

本研究において保育の質が発達や就学後の学力に与える因果的な効果を明らかにするうえで

重要なのは、保護者によるセレクションが生じていないかという点だ。たとえば、保護者が

保活によってさまざまな情報を収集し、質の高い保育を選択しているとすれば、保護者に関

する観察不可能な異質性が、保育所の選択と相関することで、保育の質が子どもの発達や就

学後の学力に与える影響を過大に推定してしまう。実際に、保育所の選択に関しては親の所

得が高いほど、学歴が高いほど、特に乳児において質の高い保育所を選択している傾向があ

ることが分かっている（Rigby et al., 2007）。 

このため、本研究では、保護者のセレクションが生じていないか、ということを確認する

必要がある。具体的には、保護者が何らかの方法を使って、保育の質に関する情報を把握で

きるかどうかを確認する必要がある。 

本研究 PJの一部として発表した藤澤他(2022)の中では、東京都から開示された福祉サービ

ス第三者評価の結果（専門家による評価と保護者による満足度調査）のいずれもが、保育環

境評価スケール（以下、ECERS-3）で計測した保育の質との相関がないことがわかった。また、

一般に保護者が保活の参考にしていると言われる保育所ランキングのウェブサイトの得点と

ECERS-3の総スコアには相関はなく、保育の質に関する情報については需要サイドと供給サ

イドの間で非対称性があることがわかった。これは海外で行われた研究とも整合的で、例え

ば保護者と保育の専門家による各施設の質の評価の相関関係を調べた Mocan（2007）は、保

護者は、実際に観察できないような保育の質については、正しく評価できていないことを明

らかにしている。これに加えて、日本の保育所利用は、待機児童が発生しているため、各年

齢ごとの定員、保護者の希望順位、保育の必要性指数によって行政によって利用調整が行わ

れるので、希望する保育所に入れるとは限らないという点も重要である（A市では第 1志望

に入れたのは 57.43％）。 
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図 1：第三者評価事業の中で調査された施設ごとの保護者満足度と ECERS-3の関係 

 

 

 重要な先行研究に、Araujo et al (2019)は、ペルーの 6から 24か月の月齢の子どもが通

う 291 の保育所を対象に、Toddler Classroom Assessment Scoring System (CLASS)と呼ばれ

る指標で計測されたクラスごとの幼児教育環境の質が Ages and Stages Questionnaire, 3rd 

version (ASQ-3)で計測された発達アウトカムにどのような因果効果を持つかを検証してい

る。この研究で用いられた識別戦略は、（質の高低のある）保育所の選択が、選択をする以前

の保護者や子どもの属性と相関がないことを示したうえでの保育所内・保育士間比較である。

本研究においても、Araujo et al (2019)がとった識別戦略を取ることができるかどうかを検

討するため、下記表のように、ECERS-3スコアと就学前教育以前に決定している児童の属性

の相関がないことを確認した。したがって、調査対象となった自治体における保育所の幼児

教育・保育の質に対する保護者のセレクションバイアスがほとんど作用しないことを確認で

きたことから、単純な保育所内・保育士間比較で、幼児教育・保育の質が発達や就学後の学

力に与える因果的な効果を明らかにすることが可能となる。 

 

表 3：A 市 

 

（注）( )内は cluster robust 標準誤差。A市の 2017～2021年度のデータを利用。生まれ月、

調査年及びクラス年齢の固定効果を制御（N=1609）。 
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表 4：B 市 

 
（注）( )内は cluster robust 標準誤差。B市の 2020～2022年度のデータを利用。生まれ月、

調査年の固定効果を制御（N=489）。 

 

（２）幼児教育の質の計測 

次に、幼児教育の質を計測する。学術的に信頼性や妥当性が確認され、国際的に広く利用さ

れている保育の質評価尺度である『保育環境評価スケール第 3版』 (Early Childhood 

Environment Rating Scale, 3rd edition, Harms et al., 2015;埋橋訳, 2016)を用いて評価

した。この結果を見てみると、2自治体で計測された ECERS-3のスコアは、アメリカの代表

性の高いサンプルと比較して「養護」や「相互関係」が高く、「活動」が低いという特徴があ

ることがわかった。他の研究で計測された日本国内の別の自治体のデータと比較してみても、

自治体ごとに特徴があるというよりは、日本全体で共通の特徴があることが見て取れる。 

 特にサブスケール「活動」のスコアは、平均して「不適切」と評価される 3を切る水準と

なっているが、①自発的に遊びを選択できる環境設定になっていない、②選んだ遊びを「遊

びこむ」時間が少ない、③遊びや活動が広がる遊具・玩具の質・量が少ない、などという課

題があることも浮き彫りになった。 

 

図 2：ECERS-3の結果 

 
 

これに加えて、ECERS-3の高低は、幼稚園・保育所間にもみられるが、幼稚園・保育所内に

もみられることが分かった。特に B市は、保育所間分散よりも、保育所内分散のほうが大き

い。保護者にとっては同じ保育料を払っていたとしても、通わせている園によって子どもが

経験する保育の質が違うことがあり得るという状況にあるということになる。 

 この間、新型コロナウィルス感染症を経験しているが、B市についてはコロナ禍において

も継続して調査が可能だったため、感染症が生じていた時期に ECERS-3のスコアが低下して
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たか同課を確認することができる。 

 

図 3：コロナ禍における ECERS-3 の推移 

 

 

これをみてみると、「養護」と「保育の構造」についてはやや低下いるものの大きな変化は見

られない。 

 

（３）幼児教育の質は小学校就学後の学力や問題行動に影響するのか 

子どもの発達や問題行動をあらわすアウトカムとして、KIDS 乳幼児発達スケール（以下、

KIDS）と強さと困難さアンケート（以下、SDQ）の 2つを用いた。KIDSは担任保育士が計測

し、SDQは保護者に回答を求めた。結果は下記の通りである。コロナ禍以前からデータを取

得している A市のデータを見てみると、コロナ禍を経て、やや KIDSの得点が低下しているこ

とがわかる。なお、この点については、Sato et al (2022)で詳細な分析を行い、この論文は

小児科分野のトップジャーナルである JAMA Pediatricsに掲載された。 

 

図 4：JAMA Pediatrics 誌に掲載された論文の概要 

 

Miyake et al. (2013)によると、KIDSと Stanford-Binet Intelligence Scales の相関係数

は 0.856で、 Wechsler Preschool and Primary Scale of Intelligenceとの相関係数は 0.653
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となっている。1988～89年にかけて開発が行われた当時に、38都道府県 90の保育所で 6090

名を対象とした妥当性の検証が行われ、当時の平均値は 105である。 

 

表 5：KIDSの領域別発達年齢（A市：３歳＆５歳、2017～2021年） 

 
 

表 6：KIDSの領域別発達年齢（A市：３歳＆５歳，2017年〜2019年） 

 
 

表 7：KIDSの領域別発達年齢（B市：５歳、2020～2022年） 

 
まず、小学校入学後の学力への影響である。A市の調査結果を、埼玉県学力学習状況調査と

照合して分析した結果は以下の通りである。 

 

図 5：保育の質が学力に与える影響（埼玉県 A 市） 
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アウトカムは埼玉県で実施している埼玉県学力・学習状況調査を用いている。2017年度に 5

歳児で調査の対象となった児童が A市内の小学校で 2021年度に小学校 4年生の時に受検した

学力テストの結果と照合し分析した結果である（N=107）。埼玉県学力・学習状況調査におけ

る学力テストは項目反応理論を用いており、-5.8～5.8 で分布する得点であり、小学生は国

語と算数の 2教科を受検している。結果を見ると、国語には「言葉と文字」のサブスケール

が、算数には「活動」のサブスケールの影響が大きいことがわかる。 

 次に A市の結果である。5歳児クラスでの幼児教育・保育の質は、同時点での子どもの発

育状況に対しては明確な効果は見られなかったものの、良質な幼児教育・保育は、親の子ど

もに対するポジティブな感情や良好なメンタルヘルスをもたらす効果のあることが示された。

さらに、5歳児クラス時点での良質な幼児教育・保育は、小学 2年生時点での高い学力をも

たらしたことが示された。 

 

図 6：幼児教育の質が学力に与える影響 

 

保育環境評価スケールで評価される項目について、スコアが 3（スコアは最低 1～最高 7）を

下回った項目のみに焦点を当て、なぜそのスコアになったのか、改善するとすればどのよう

な方法が考えられるかを専門家がクラス担当保育者と施設長に対して説明するとともに、施

設側と結果について議論することを中心とするプログラムを考案した。所要時間は約 1時間

である。 

 

図 7：フィードバックプログラムの効果 
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東京都 A市内の幼稚園と保育所を介入群（PD プログラムの対象）と対照群にランダムに割り

付け、介入群にのみ PDプログラムを実施した。分析の結果、PDプログラムの実施により保

育環境評価スケールの全体スコアが有意に上昇し、保育者の子どもに対する態度に関連する

指標群や物（教材や玩具など）に関連する指標群で改善が示され、本プログラムの効果が示

された。幼児教育・保育の質が就学後の子どもの学力に影響を与えるという、幼児教育・保

育の質と子どもアウトカムとの因果的関係を日本の幼児教育の文脈で初めて示した研究とい

える。また、良質な保育の質が子どものみならず親のメンタルヘルスを向上させていたとい

う点は、就学前教育施設が有する子育て家庭をサポートする機能の効果が示されたともいえ

る。良質な幼児教育・保育が、特に困難な家庭背景をもつ子どもだけではなく、どのような

家庭に育つ子どもにとっても良い影響をもたらすことを示す本研究の結果は、幼児教育・保

育の質に対する政策的、財政的投資をすすめて行くうえで重要なエビデンスとなるだろう。 

 

3-2．実施項目ごとの結果・成果の詳細 
3-2-1．保育環境評価スケールに基づく評価の実施 

収集した ECERS-3 の記述的な分析については、Fujisawa, et al (2023).で公表した。また

日本の幼児教育のコンテクストに即して子供の発達や能力を高める評価項目を選別するため、

本研究で収集した 2自治体（A市が 135クラス、B市が 81クラス）に加え、別の研究で収集

した東京都練馬区（28クラス）および千葉県 5市（107クラス）の調査も含めて、約 351ク

ラス分のデータを用いて、スケールの簡易化と精緻化を行った。これによって日本における

実態を反映した評価にしつつ、461 項目を約３時間半をかけてデータ収集するというアセッ

サーの負担を軽減すること可能になる（これを本研究では「日本版 ECERS」と呼称）。 

 
図 8：予測の精度（test sample での比較） 

 
LASSO を用いた特徴量の選択などを行い、約１００個の指標で総スコアの 94％が説明可能で

あることがわかった。ただし、この日本版 ECERSを用いた場合に、調査負担が減らせるかど

うかはまだよくわかっていない。また、仮に評価の簡易化は可能でも、研修やフィードバッ

クに用いるという観点からは簡易化することには議論がある可能性もある。 

 
図 9：選択された評価指標の分布 
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3-2-2．スケールの評価に基づくフィードバック 
保育環境評価スケールで評価される項目について、スコアが 3（スコアは最低 1～最高 7）を

下回った項目のみに焦点を当て、なぜそのスコアになったのか、改善するとすればどのよう

な方法が考えられるかを専門家がクラス担当保育者と施設長に対して説明するとともに、施

設側と結果について議論することを中心とするプログラムを考案した。所要時間は約 1時間

である。Study 1とは別の年度に、東京都 A市内の幼稚園と保育所を介入群（PD プログラム

の対象）と対照群にランダムに割り付け、介入群にのみ PDプログラムを実施した。分析の結

果、PD プログラムの実施により保育環境評価スケールの全体スコアが有意に上昇し、保育者

の子どもに対する態度に関連する指標群や物（教材や玩具など）に関連する指標群で改善が

示され、本プログラムの効果が示された。 

 
3-2-3．「乳幼児発達スケール」の実施、担任保育士・教諭に対する質問紙調査、児童の保護

者に対する質問紙調査 
収集した児童・保育士/幼稚園教諭・保護者の記述的な分析については、Fujisawa et al. 2024
で公表した。 
 

3-3．今後の成果の活用・展開に向けた状況 
本研究の中で考案した質向上のための専門性向上プログラムは、その対象が客観的な観察評

価によって現れた改善ポイントのみに絞られる体系的かつ明確に定められたものであり、改

善の有無や程度が測定可能であるという点で、日本の幼児教育の現場で日々行われている質

向上のための試みとは異なる強みがある。また、所要時間がわずか約 1時間という非常に短

い時間である点は、研修の時間を確保することが難しい保育現場においても受け入れやすい

かもしれない。外部者である専門家による短時間の介入という本研究で提案した効率的なプ

ログラムだけではなく、保育者間の対話や省察を時間をかけておこない、個々の現場に固有

の事情や実態に即した子ども理解や実践の向上を目指す試みとが相補的に行われることによ

って、より質の高い幼児教育の提供が可能になると考えられる。 
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4．研究開発の実施体制 

4-1．研究開発実施者 
 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

中室 牧子 ナカムロマキコ 慶應義塾大学 総合政策学部 教授 

藤澤 啓子 フジサワケイコ 慶應義塾大学 文学部 教授 

深井 太洋 フカイタイヨウ 学習院大学 経済学部 准教授 

広井 賀子 ヒロイヨシコ 慶應義塾大学（当時） 政策メディア研究科 特任教授 

佐藤 豪竜 サトウコウリュウ 慶應義塾大学 政策メディア研究科 特任講師 

Le Quan Chien レクンチエン 慶應義塾大学 政策メディア研究科 特任助教 

秋冨亜由 アキトミアユ 慶應義塾大学  臨時職員 

光安三千代 ミツヤスミチヨ 慶應義塾大学  臨時職員 

 

4-2．研究開発の協力者・関与者 
 

氏 名 フリガナ 所 属 役 職 協力内容 
A 市役所 A シヤクショ 保育サポート

課 
 データ収集 

B 市役所 B シヤクショ 教育委員会  データ収集 
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5．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 
 

5-1．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 
 
5-1-1．情報発信・アウトリーチを目的として主催したイベント（シンポジウムなど） 
 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 
24 年 1 月 白藤学園 なら 100 年会館 研究成果報告 300 
24 年 1 月 愛媛県保育協議会 愛媛県県民文化会館 研究成果報告 200 
24 年 1 月 （株）ジャクパ 明治記念会館 研究成果報告 50 
24 年 1 月 幼児活動研究会 きゅりあん（品川区） 研究成果報告 300 
24 年 6 月 私立幼稚園連合 ホテルニュー長崎 研究成果報告 300 
24 年 10 月 全国青年保育者会議 ロワジールホテル那覇 研究成果報告 300 
24 年 10 月 コドモン オンライン 研究成果報告 600 
24 年 11 月 子ども子育て政治連盟 愛媛県県民文化会館 研究成果報告 100 

（注：数が多すぎるため、2024 年度のみ掲載） 
 
5-1-2．研究開発の一環として実施したイベント（ワークショップなど） 
 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 
     

     

     

     

 
 
5-1-3．書籍、DVD など論文以外に発行したもの 
 （1）「科学的根拠で子育て―教育経済学の最前線」、中室牧子、ダイヤモンド社、2023 年

12 月 11 日 
   (2) 私幼時報 令和 5 年 12 月から 12 回連載 
 
5-1-4．ウェブメディア開設・運営 
(1) 週刊東洋経済、東洋経済オンライン、「経済学者が読み解く現代社会のリアル」 

中室牧子・藤澤啓子『小学生時点の学力に影響を及ぼす｢幼児教育の質｣：都内保育所で､

おもちゃ提供という｢介入｣を実施』 
https://toyokeizai.net/articles/-/834288 

(2) 週刊東洋経済、東洋経済オンライン、「経済学者が読み解く現代社会のリアル」 
藤澤啓子・深井太洋『保育の質の向上に評価の｢見える化｣が有効：エビデンスに基づいた

モニタリング体制の構築を』 

https://toyokeizai.net/articles/-/834288
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https://toyokeizai.net/articles/-/575844  
(3) 週刊東洋経済、東洋経済オンライン、「経済学者が読み解く現代社会のリアル」 

『コロナ禍の負の影響､子どもの発達の個人差拡大：子どもの発達や保育の質に関する定

点観測を』 
https://toyokeizai.net/articles/-/688330  
この(3)は Sato, K., Fukai, T., Fujisawa, K. K., & Nakamuro, M. (2023). Association 
between the COVID-19 pandemic and early childhood development. JAMA pediatrics, 
177(9), 930-938.をもとに書かれたものだが、これは東洋経済の「経済学者が読み解く現

代社会のリアル」で 2023 年で最も読まれた記事となった。 
これにとどまらず、この論文は、主要な地上波、新聞には全て取り上げられ報道される（国

内のテレビ・新聞での報道が 23 件）。国内だけでなく WSJ など海外のメディアにも取り

上げられた（Altmetric score が 1,923 に）。論文自体の Page View 数も 34,960 に達する

（本論文以前の 2023 年の JAMA pediatrics の過去 30 日間の Most Viewed が 8,260 のた

め、圧倒的に多数の PV 数があった。JAMA の X（旧 Twitter）でも注目の article とし

て紹介された。 
 

5-1-5．学会以外（5-3．参照）のシンポジウムなどでの招へい講演 など 

なし 
 

5-2．論文発表 
 
5-2-1．査読付き（ 3 件）  

（1） Sato, K., Fukai, T., Fujisawa, K., & Nakamuro, M. (2023). Association between 
the COVID-19 pandemic and early childhood development. JAMA Pediatrics. 
DOI：10.1001/jamapediatrics.2023.2096. 

（2） Fujisawa, K., Fukai, T. & Nakamuro, M. (2023). Quality of early childhood 
education and care in Japanese accredited nursery centers: A study using early 
childhood environment rating scale, third edition (ECERS-3), PLOS One, 18(2). 
DOI: https://doi.org/10.1371/journal.pone.0281635 

（3） 藤澤啓子・深井太洋・広井賀子・中室牧子. (2022). 就学前における家庭の経済的

困難と児童の健康・発達面のリスクが学力に与える影響：行政データによる検証. 
発達心理学研究 33(4) 

 
5-2-2．査読なし（ 3 件） 

（1） Fujisawa, K., Fukai, T., Chien, LE, & Nakamuro, M. (2024). Analyzing 
Childcare Quality: Impacts on child development and parental mental health, 
and effectiveness of professional development. RIETI Discussion Paper Series, 
24-E-058 

（2） 藤澤啓子、杉田壮一朗・深井太洋・中室牧子. (2022). 福祉サービス第三者評価と

保育の質との関連：現状と課題. RIETI Discussion Paper Series, 22-J-042 
（3） 藤澤啓子・深井太洋・広井賀子・中室牧子 (2022). 認可保育所における幼児教育・

保育の質に関する評価の実施と課題. ESRI Discussion Paper, No.369 
 

https://toyokeizai.net/articles/-/575844
https://toyokeizai.net/articles/-/688330
https://doi.org/10.1371/journal.pone.0281635
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5-3．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 
5-3-1．招待講演   （国内会議  1 件、国際会議  0 件 
（1）中室牧子、藤澤啓子、「保育の質と子どもの発達」日本子ども学会、 24 年 9 月 21

日 
 
5-3-2． 口頭発表   （国内会議  7 件、国際会議  0 件） 

（1） 中室牧子、藤澤啓子、深井太洋、Le Quan Chien、鬼塚浩明「保育の質と子どもの

発達 2」発達心理学会、24 年 3 月 4 日  
（2） 中室牧子、藤澤啓子、深井太洋、佐藤豪竜、Le Quan Chien「保育の質と子どもの

発達 1」発達心理学会、23 年 3 月 3 日 
（3） 中室牧子、藤澤啓子、深井太洋「保育の質が子どもの発達に与える影響②―評価の

精緻化，教育信念との関連―」発達心理学会、21 年 3 月 29 日 
（4） 中室牧子、藤澤啓子、深井太洋「保育の質が子どもの発達に与える影響―保育環境

の「質」と「効果」の評価，課題―」発達心理学会、19 年 3 月 17 日 
（5） CIRJE Microeconomics Workshop at U Tokyo、23 年 6 月 23 日 
（6） 藤澤啓子・中室牧子・深井太洋 保育環境評価スケールを用いた保育の質の定量的

評価と課題 サントリー文化財団 保育の学際的研究・研究会 2019.7.10. 
（7） 藤澤啓子・中室牧子、日本教育心理学会第 60 回総会 準備委員会企画シンポジウム

「教育経済学研究と教育心理学研究の協働を考える」2018.9.15-17. 
 
5-3-3．ポスター発表 （国内会議  0 件、国際会議  0 件） 

なし 
 

5-4．新聞報道・投稿、受賞など 
なし 

 
5-4-1．新聞報道・投稿 

（1）朝日新聞 2023 年 8 月 31 日「（あすを探る 経済・教育）保育無償化、「質」支える

目は」 （https://digital.asahi.com/articles/DA3S15729679.html） 
 
5-4-2．受賞 

なし 
 
5-4-3．その他（研究活動に関連したアウトリーチ、2022 年度前半） 

5-5．特許出願 
 
5-5-1．国内出願（ 0  件） 

なし 
 
5-5-2．海外出願（ 0  件） 

なし 
 

https://digital.asahi.com/articles/DA3S15729679.html
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6．その他（任意） 

政策形成過程における伝達としては、共同で調査を実施した 2 自治体に加え、これ以外の自

治体でも研究の成果について報告する機会を作ったほか、定期的に子ども・教育政策にかか

わる国会議員、首長と面談の機会を作り、保育の質の重要性や計測方法について伝えるとと

もに、現場での保育の質を計測するスケール利用方法についての意見交換を行った。 
 内閣府によれば、第 6 期「科学技術イノベーション基本計画」の 3 本柱の１つは「教育・

人材育成」である。本プロジェクトは、幼児教育の質を高め、児童たちが高い学力・非認知

能力を身に付け、変化の激しい時代に社会に対応できる優れた人材の育成に貢献した。 
日本版ＱＲＩＳの実現のためには、質の高い幼稚園や保育所に通った児童が、就学前はも

ちろん就学後の人的資本形成で有利になっていることを示す科学的根拠が必要であり、この

点も示すことができた。今後、本プロジェクトによって幼児教育の現場で客観的かつ定量的

な評価に基づいて幼児教育の質を改善する取り組みを促進し、技術面や財政面で行政がそれ

を支援するという政策決定プロセスの進化が期待できる。 
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